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江別市健康福祉部介護保険課江別市健康福祉部介護保険課江別市健康福祉部介護保険課江別市健康福祉部介護保険課



構構構構 成成成成

第第第第1111部部部部 介護予防・日常生活支援総合事業に介護予防・日常生活支援総合事業に介護予防・日常生活支援総合事業に介護予防・日常生活支援総合事業についてついてついてついて
①総合事業の背景①総合事業の背景①総合事業の背景①総合事業の背景
②江別市の介護予防サービスの状況②江別市の介護予防サービスの状況②江別市の介護予防サービスの状況②江別市の介護予防サービスの状況
③江別市の総合事業③江別市の総合事業③江別市の総合事業③江別市の総合事業
④江別市④江別市④江別市④江別市の総合の総合の総合の総合事業に係る留意点事業に係る留意点事業に係る留意点事業に係る留意点

第第第第2222部部部部 地域支援事業のその他の取組に地域支援事業のその他の取組に地域支援事業のその他の取組に地域支援事業のその他の取組についてついてついてついて
①在宅医療・介護連携推進事業①在宅医療・介護連携推進事業①在宅医療・介護連携推進事業①在宅医療・介護連携推進事業
②生活支援体制整備事業②生活支援体制整備事業②生活支援体制整備事業②生活支援体制整備事業
③認知症初期集中支援事業③認知症初期集中支援事業③認知症初期集中支援事業③認知症初期集中支援事業
④地域ケア会議推進事業④地域ケア会議推進事業④地域ケア会議推進事業④地域ケア会議推進事業
⑤一般介護予防事業⑤一般介護予防事業⑤一般介護予防事業⑤一般介護予防事業
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①総合①総合①総合①総合事業事業事業事業の背景の背景の背景の背景
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第第第第1111部部部部 介護予防・日常生活支援総合事業について介護予防・日常生活支援総合事業について介護予防・日常生活支援総合事業について介護予防・日常生活支援総合事業について



いつまでも元気に暮らすために･･･

生活支援・介護予防生活支援・介護予防生活支援・介護予防生活支援・介護予防

住まい住まい住まい住まい

地域包括ケアシステムの姿

※ 地域包括ケアシステムは、おおむね３０分
以内に必要なサービスが提供される日常
生活圏域（具体的には中学校区）を単位と
して想定

■在宅系サービス：
・訪問介護 ・訪問看護 ・通所介護

・小規模多機能型居宅介護
・短期入所生活介護

・福祉用具

・24時間対応の訪問サービス

・複合型サービス

（小規模多機能型居宅介護＋訪問看護）等

・自宅

・サービス付き高齢者向け住宅等
相談業務やサービスの

コーディネートを行います。

■施設・居住系サービス

・介護老人福祉施設

・介護老人保健施設

・認知症共同生活介護

・特定施設入所者生活介護
等

日常の医療：

・かかりつけ医、有床診療所

・地域の連携病院

・歯科医療、薬局

老人クラブ・自治会・ボランティア・NPO 等

・地域包括支援センター
・ケアマネジャー

通院・入院
通所・入所

病院：

急性期、回復期、慢性期

病気になったら･･･

医医医医 療療療療 介護が必要になったら･･･

介介介介 護護護護

■介護予防サービス

○ 団塊の世代が７５歳以上となる２０２５年を目途に、重度な要介護状態となっても住み慣れた地域で自分ら
しい暮らしを人生の最後まで続けることができるよう、医療医療医療医療・・・・介護介護介護介護・・・・予防予防予防予防・・・・住住住住まい・まい・まい・まい・生活支援生活支援生活支援生活支援がががが包括的包括的包括的包括的にににに確保確保確保確保ささささ
れるれるれるれる体制体制体制体制（（（（地域包括地域包括地域包括地域包括ケアシステムケアシステムケアシステムケアシステム））））のののの構築構築構築構築をををを実現実現実現実現。

○ 今後、認知症高齢者の増加が見込まれることから、認知症高齢者の地域での生活を支えるためにも、地域
包括ケアシステムの構築が重要。

○ 人口が横ばいで７５歳以上人口が急増する大都市部、７５歳以上人口の増加は緩やかだが人口は減少す
る町村部等、高齢化高齢化高齢化高齢化のののの進展状況進展状況進展状況進展状況にはにはにはには大大大大きなきなきなきな地域差地域差地域差地域差。

○ 地域包括ケアシステムは、保険者保険者保険者保険者であるであるであるである市町村市町村市町村市町村やややや都道府県都道府県都道府県都道府県がががが、、、、地域地域地域地域のののの自主性自主性自主性自主性やややや主体性主体性主体性主体性にににに基基基基づきづきづきづき、、、、地域地域地域地域のののの
特性特性特性特性にににに応応応応じてじてじてじて作作作作りりりり上上上上げていくげていくげていくげていくことが必要。

厚労省資料厚労省資料厚労省資料厚労省資料地域包括ケアシステムの構築について 厚労省資料厚労省資料厚労省資料厚労省資料
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後期高齢者(75～)

前期高齢者(65～74)

要支援・要介護認定者数

高齢者人口

（単位：人）

認定者数

（単位：人）

推計

H17 H22 H27 H32 H37

高齢化率

65歳以上人口

/総人口

17.9% 22.1% 27.3% 31.7% 34.6%

認定率

要支援・要介護認定者数

/65歳以上人口

16.7% 17.7% 19.1% 21.5% 23.4%

江別市江別市江別市江別市の高齢者人口と要支援・要介護認定者数の推計の高齢者人口と要支援・要介護認定者数の推計の高齢者人口と要支援・要介護認定者数の推計の高齢者人口と要支援・要介護認定者数の推計

出所：第６期江別市介護保険事業計画のデータより推計

江別市の高齢者人口は年々増加し、今後は後期高齢者人口が前期高齢者人口を上回ることが見込まれる。

要支援・要介護認定者数は、平成37年には、平成27年時点の約1.5倍となる9,000人を超えると推計される。
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江別市江別市江別市江別市の介護保険給付費と保険料の推移の介護保険給付費と保険料の推移の介護保険給付費と保険料の推移の介護保険給付費と保険料の推移

江別市の介護保険料（月額基準額）は、平成12年の3,000円から現在は5,060円に上昇している。

江別市の介護保険給付費は、平成12年の約29億円から、平成27年度は約82億円（約2.8倍）にまで増加している。
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保険給付費

第1期

H12～H14

月額基準額

3,000円

第2期

H15～H17

月額基準額

3,680円

第3期

H18～H20

月額基準額

3,860円

第4期

H21～H23

月額基準額

3,980円

第5期

H24～H26

月額基準額

4,520円

第6期

H27～H29

月額基準額

5,060円

保険料（月額）

（単位：円）

保険給付費（年）

（単位：百万円）

8,295



江別市の人口は、2012年を起点とすると、後期高齢者人口は2025年（平成37年）には約１．５倍に増加し、
生産年齢人口は約０．７８倍に減少すると推計されている。
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＜江別市＞

生産年齢人口（15～64歳） 後期高齢者人口（75歳以上）

出所：第６期江別市介護保険事業計画のデータより、2012年を100とした場合の2033年までの推計値

江別市江別市江別市江別市の生産年齢人口（の生産年齢人口（の生産年齢人口（の生産年齢人口（15151515～～～～64646464歳）と後期高齢者人口（歳）と後期高齢者人口（歳）と後期高齢者人口（歳）と後期高齢者人口（75757575歳以上）の推計歳以上）の推計歳以上）の推計歳以上）の推計
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②江別市の介護予防サービスの状況②江別市の介護予防サービスの状況②江別市の介護予防サービスの状況②江別市の介護予防サービスの状況
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介護予防訪問介護（ホームヘルプサービス）の利用状況介護予防訪問介護（ホームヘルプサービス）の利用状況介護予防訪問介護（ホームヘルプサービス）の利用状況介護予防訪問介護（ホームヘルプサービス）の利用状況

１．利用頻度

出所：介護予防訪問介護計画書から集計（n=392）
（平成28年4月、江別市介護保険課） 8①



介護予防訪問介護（ホームヘルプサービス）の利用状況介護予防訪問介護（ホームヘルプサービス）の利用状況介護予防訪問介護（ホームヘルプサービス）の利用状況介護予防訪問介護（ホームヘルプサービス）の利用状況

２．１回あたりの利用時間

出所：介護予防訪問介護計画書から集計（n=392）
（平成28年4月、江別市介護保険課）
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介護予防訪問介護（ホームヘルプサービス）の利用状況介護予防訪問介護（ホームヘルプサービス）の利用状況介護予防訪問介護（ホームヘルプサービス）の利用状況介護予防訪問介護（ホームヘルプサービス）の利用状況
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３．利用内容

介助的サービス 家事援助的サービス

出所：介護予防訪問介護計画書から集計（n=392）
（平成28年4月、江別市介護保険課） 8③



介護予防訪問介護（ホームヘルプサービス）の利用状況介護予防訪問介護（ホームヘルプサービス）の利用状況介護予防訪問介護（ホームヘルプサービス）の利用状況介護予防訪問介護（ホームヘルプサービス）の利用状況

介助のみ

2%

家事のみ

61%

介助と家事を併

用

37%

４．介助的サービスと家事援助的サービス
の併用状況

出所：介護予防訪問介護計画書から集計（n=392）
（平成28年4月、江別市介護保険課）

※介助的サービスのうち体調確認は除く
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介護予防通所介護（デイサービス）の利用状況介護予防通所介護（デイサービス）の利用状況介護予防通所介護（デイサービス）の利用状況介護予防通所介護（デイサービス）の利用状況

１．利用頻度

出所：介護予防通所介護計画書から集計（n=289）
（平成28年9月、江別市介護保険課）
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介護予防通所介護（デイサービス）の利用状況介護予防通所介護（デイサービス）の利用状況介護予防通所介護（デイサービス）の利用状況介護予防通所介護（デイサービス）の利用状況

２．１回あたりの利用時間

出所：介護予防通所介護計画書から集計（n=289）
（平成28年9月、江別市介護保険課）
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介護予防通所介護（デイサービス）の利用状況介護予防通所介護（デイサービス）の利用状況介護予防通所介護（デイサービス）の利用状況介護予防通所介護（デイサービス）の利用状況

３．利用内容

出所：介護予防通所介護計画書から集計（n=289）
（平成28年9月、江別市介護保険課）
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要支援認定者数要支援認定者数要支援認定者数要支援認定者数とサービス利用者数の推移とサービス利用者数の推移とサービス利用者数の推移とサービス利用者数の推移

１．要支援認定者数とヘルパーサービス、
デイサービスの利用者数

２．利用時間別のデイサービスの利用者数

出所：第6期江別市介護保険事業計画及び

国保連請求データ等から集計

（平成28年10月、江別市介護保険課）
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利用者数

要支援者は、H22年の約1,500人からH29年は約2,400人に増加している。

ヘルパーサービスの利用者は、約340人から約390人で推移しているのに対

し、デイサービスの利用者はH22年の約480人からH29年は約920人に増加し

ている。

デイサービスのうち、4時間以上のサービス利用者は約550人程度で推移して

いるが、4時間未満の利用者は年々大きく増加している。

10



③江別市の総合事業③江別市の総合事業③江別市の総合事業③江別市の総合事業
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【財源構成】

国 25%

都道府県
12.5%

市町村

12.5%

1号保険料
22%

2号保険料

28%

【財源構成】

国 39.0%

都道府県
19.5%

市町村

19.5%

1号保険料
22%

予防給付
（要支援1～２）

介護予防事業
又は介護予防・日常生活支援総合事業

○二次予防事業
○一次予防事業
介護予防・日常生活支援総合事業の場合
は、上記の他、生活支援サービスを含む

要支援者向け事業、介護予防支援事業。

包括的支援事業

○地域包括支援センターの運営

・介護予防ケアマネジメント、総合相談支援

業務、権利擁護業務、ケアマネジメント支援

任意事業
○介護給付費適正化事業
○家族介護支援事業
○その他の事業

新しい介護予防・日常生活支援総合事業
（要支援1～２、それ以外の者）

○介護予防・生活支援サービス事業
・訪問型サービス
・通所型サービス
・生活支援サービス（配食等）
・介護予防支援事業（ケアマネジメント）

○一般介護予防事業

包括的支援事業

○地域包括支援センターの運営

（左記に加え、地域ケア会議の充実地域ケア会議の充実地域ケア会議の充実地域ケア会議の充実）

○在宅医療・介護連携推進事業

○認知症施策推進事業

（認知症初期集中支援チーム、認知症地域支援推進員等）

○生活支援体制整備事業
（コーディネーターの配置、協議体の設置等）

予防給付（要支援1～２）

充
実

事業に移行

訪問看護、福祉用具等

訪問介護、通所介護

多
様
化

任意事業
○介護給付費適正化事業
○家族介護支援事業
○その他の事業

地
域
支

援
事

業

地
域
支
援

事
業

介護給付 （要介護1～５） 介護給付（要介護1～５）

＜改正前＞ ＜改正後＞介護保険制度

全市町村

で実施

地域支援事業の全体像地域支援事業の全体像地域支援事業の全体像地域支援事業の全体像

改正前

と同様

厚労省資料厚労省資料厚労省資料厚労省資料

12



予防訪問介護
予防通所介護

通所リハ・訪問看護
福祉用具貸与 等

予防給付

二次予防事業
（機能向上プログラム）

現行現行現行現行

（～（～（～（～H29.3H29.3H29.3H29.3））））

江別市の総合事業の移行イメージ江別市の総合事業の移行イメージ江別市の総合事業の移行イメージ江別市の総合事業の移行イメージ

介護予防事業

一次予防事業
（介護予防講座）

移行期間移行期間移行期間移行期間

（（（（H29.4H29.4H29.4H29.4～～～～H30.3H30.3H30.3H30.3））））

通所リハ・訪問看護
福祉用具貸与 等

予防給付

介護予防・日常生活支援総合事業

訪問・通所サービス

一般介護予防事業
（介護予防講座）

①１回あたり単価等の設定

②基準緩和サービスの導入

③短期集中サービスの導入

本格実施後本格実施後本格実施後本格実施後

（（（（H30.4H30.4H30.4H30.4～）～）～）～）

通所リハ・訪問看護
福祉用具貸与 等

予防給付

介護予防・日常生活支援総合事業

訪問サービス

一般介護予防事業
（介護予防講座）

身体介護・
生活援助

生活指導型
（基準緩和含む）

通所サービス

機能訓練型

短期集中型

13

対象者対象者対象者対象者の移行に合わせてサービス体系を段階的に見直しの移行に合わせてサービス体系を段階的に見直しの移行に合わせてサービス体系を段階的に見直しの移行に合わせてサービス体系を段階的に見直し

①移行期間（H29.4～H30.3） ②本格実施（H30.4～）
⇒利用回数に応じた ⇒内容や時間に応じた
サービス体系を追加 サービス体系に見直し

※将来的な
区分を検討



H29.4 H30.4

認
定 要支援認定者：総合事業及び介護予防給付

事業対象者：総合事業

介護予防給付

更
新

移行開始日以降に
認定又は基準に該当
した被保険者

移行開始日以前に
要支援認定を受けて
いる被保険者

移行前 移行期間 移行完了後

要支援認定者：総合事業及び介護予防給付
事業対象者：総合事業

有効期間

サービスサービスサービスサービス利用者の移行方法利用者の移行方法利用者の移行方法利用者の移行方法

1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月11月12月 1月 2月 3月

平成28年度 平成29年度 平成30年度～

介護予防給付

総合事業

段階的に移行

全ての対象者が

総合事業

前月に認定の有効期間が到来した被保険者 （月毎に移行）

移行完了

移行開始

● 移行方法

● 段階的な移行のイメージ

14※ 申請により早期移行も可能。



平成29年4月から9月までの6か月間で総合事業へ移行された被保険者の人数は、以下のとおり
である。

１ 平成29年8月末時点の要支援認定者

●要支援１・・・・・・・・1,202名

●要支援２・・・・・・・・1,192名 合計 2,394名

２ うち、平成29年9月分サービス利用者総数（総合事業移行前の被保険者を含む。）

●訪問サービス・・・・・・ 380名

※新区分とは、１回単位の訪問サービス体系

●通所サービス・・・・・・ 925名

※新区分とは、要支援２における週１回の通所サービス体系

江別市における総合事業への移行の進捗状況江別市における総合事業への移行の進捗状況江別市における総合事業への移行の進捗状況江別市における総合事業への移行の進捗状況

総合事業総合事業総合事業総合事業
介護予防給付介護予防給付介護予防給付介護予防給付

利用者 （うち、新区分）

191名 （9名） 189名

総合事業総合事業総合事業総合事業
介護予防給付介護予防給付介護予防給付介護予防給付

利用者 （うち、新区分）

493名 （114名） 432名

15



平成29年7月から通所型短期集中サービスを実施しており、短期集中サービスの内容と開始から
同年10月末までの4か月間の利用状況は以下のとおりである。

【目的】

介護予防に関して支援が必要と認められる高齢者に対し、高齢者の介護予防に関する経験及び

知識を有する者の指導のもとで、主に身体機能の維持・向上を目的とした短期間の介護予防プロ

グラムを提供し、自立した生活の維持・継続を支援する。

【内容】

（１）対象 事業対象者、要支援１及び２

（２）実施回数 原則として週１回、3ヵ月間（12回まで）とする。

（３）実施時間 1回あたり1時間30分

（４）自己負担 なし

【利用実績】

通所型短期集中サービスの利用状況について通所型短期集中サービスの利用状況について通所型短期集中サービスの利用状況について通所型短期集中サービスの利用状況について

ＨＨＨＨ29.729.729.729.7 ＨＨＨＨ29.829.829.829.8 ＨＨＨＨ29.929.929.929.9 ＨＨＨＨ29.1029.1029.1029.10 合計合計合計合計

事業対象者 1名 4名 1名 4名 10名

要支援１ 0名 1名 2名 0名 3名

要支援２ 1名 0名 0名 1名 2名

合 計 2名 5名 3名 5名 15名
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基準基準基準基準緩和型（訪問・通所）サービスの各事業所の意向調査結果緩和型（訪問・通所）サービスの各事業所の意向調査結果緩和型（訪問・通所）サービスの各事業所の意向調査結果緩和型（訪問・通所）サービスの各事業所の意向調査結果

１ 平成28年12月22日開催の総合事業説明会におけるアンケート調査結果

２ 基準緩和型サービスに向けた意見交換会

上記アンケート調査において、各種基準緩和型サービスへ「興味がある」または「やや興味があ
る」と回答した事業所と意見交換会を実施。

意見交換会においては、市内のサービス利用状況における現状を議論するとともに、今後、必要
と想定される緩和型サービス区分や内容のほか、各事業所の参加や協力の意向を伺った。

（１）訪問サービス・・・平成２９年５月１２日（金）

（２）通所サービス・・・平成２９年６月１２日（月）

興味がある
やや

興味がある
興味はない

未定

わからない
無回答 計

家事援助サービス

（訪問Ａ）
9 3 1 5 2 20

ミニデイサービス

（通所Ａ）
11 1 0 6 2 20

短期集中サービス 6 1 3 8 2 20

（参考）アンケート回答数　２０（うち訪問３、通所８、その他９）
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平成29年10月27日（金）に企画提案説明会を実施し、基準緩和型通所サービスの事業所を選
定した。詳細については、以下のとおりである。

基準基準基準基準緩和型通所サービスの開始について緩和型通所サービスの開始について緩和型通所サービスの開始について緩和型通所サービスの開始について

開始予定年月 平成３０年１月

実施団体 １団体

対象者及び
利用回数

事業対象者・要支援１：週１回
要支援２ ：週１回または週２回

利用定員
１５人／日
※開始時においては週１回の実施とし、利用者の増加に伴い回数増加を検討。

主な提供内容
身体機能訓練、認知機能低下予防支援、栄養指導、口腔ケア支援、買い物支援、
食事提供（自費）

主な基準緩和等
の内容

� 人員基準の緩和
現行の通所サービスにて定める人員の条件付きの緩和（看護職員及び相談員）
� 送迎方法の緩和
現行の通所サービスのドアTOドア形式
→ 自宅最寄りの施設等にて乗降するバス停形式
※商業施設へ立ち寄り、買い物支援も実施

� 計画作成やモニタリング等に係る事務や運用の緩和
担当ケアマネジャーの作成するケアプラン等の活用
サービス担当者会議の開催等についての基準緩和型独自の運用
� ボランティアスタッフの活用 など

その他
本サービスの対象者は、当面の間、要支援認定者とし、事業対象者の利用につ
いては実施状況を検証の上で検討をする。
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【平成29年４月～平成30年3月】 【平成30年４月～】

45分未満
45分以上

60分未満
60分以上

週1回 1,168 週1回 934 1,051 1,168

週2回 2,335 週2回 1,868 2,102 2,335

要支援2 週2回超 3,704 要支援2 週2回超 2,963 3,334 3,704

１回あたり

(1～4回)
266

１回あたり

(1～4回)
213 239 266

１回あたり

(5～8回)
270

１回あたり

(5～8回)
216 243 270

単位数

単位数

要支援1・2

要支援1・2

要支援1・2

要支援1・2

平成30年4月からのサービス体系①

● 訪問サービス

※ 各種加算及び減算については、現行に準ずる。

また、国による介護報酬改定の動向等を踏まえて、単位数及び時間区分等を見直す可能性がある。

19①



平成30年4月からのサービス体系②

【平成29年４月～平成30年3月】 【平成30年４月～】

4時間未満 4時間以上

要支援1 週1回 1,647 要支援1 週1回 1,318 1,647

要支援2 週1回 1,647 要支援2 週1回 1,318 1,647

週2回 3,377 週2回 2,702 3,377

単位数
単位数

● 通所サービス

※ 各種加算及び減算については、現行に準ずる。

また、国による介護報酬改定の動向等を踏まえて、単位数及び時間区分等を見直す可能性がある。

19②



④江別市④江別市④江別市④江別市の総合事業に係るの総合事業に係るの総合事業に係るの総合事業に係る留意事項等留意事項等留意事項等留意事項等
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平成30年4月から、訪問及び通所サービス体系に時間区分が加わることから、担当ケアマネ
ジャーの作成するケアプランとサービスを提供する各事業所において、提供サービスの時間区分に
行き違いが生じる可能性があります。

そのため、各事業所との事前の適切な調整が求められるとともに、時間区分等の行き違いを防ぐ

ことを目的に、作成いただくケアプランの中ケアプランの中ケアプランの中ケアプランの中に各種サービスの提供回数各種サービスの提供回数各種サービスの提供回数各種サービスの提供回数とサービスサービスサービスサービス1111回あた回あた回あた回あた

りの時間区分りの時間区分りの時間区分りの時間区分を記載記載記載記載するようご協力願います。

【ケアプランへの記載例】

●訪問サービス ●通所サービス

⇒ 週1回（45分未満）を利用し、～ ⇒ 週1回（4時間未満）を利用し、～

平成平成平成平成30303030年度からの各種サービス体系に合わせた運用について年度からの各種サービス体系に合わせた運用について年度からの各種サービス体系に合わせた運用について年度からの各種サービス体系に合わせた運用について

【平成30年４月～】

45分未満
45分以上

60分未満
60分以上

週1回 934 1,051 1,168

週2回 1,868 2,102 2,335

要支援2 週2回超 2,963 3,334 3,704

１回あたり

(1～4回)
213 239 266

１回あたり

(5～8回)
216 243 270

単位数

要支援1・2

要支援1・2

【平成30年４月～】

4時間未満 4時間以上

要支援1 週1回 1,318 1,647

要支援2 週1回 1,318 1,647

週2回 2,702 3,377

単位数
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利用者負担・給付管理等利用者負担・給付管理等利用者負担・給付管理等利用者負担・給付管理等

介護予防ケアマネジメント 本人負担なし 報酬単位

訪問サービス
通所サービス

介護給付における利用者負担割合と同じ

原則：１割負担
一定以上の所得がある方：２割負担

※所得の判定方法は、現行と同様

短期集中サービス 本人負担なし

給付管理及び
利用限度額

指定事業者による訪問サービス及び通所サービスは、給付管理の対象
要支援認定者については、現在適用されている予防給付の利用限度額の範囲内で、予防
給付と総合事業を一体的に給付管理

認定を受けない事業対象者は、予防給付における要支援１の利用限度額と同額

【利用限度額】

要支援１・事業対象者 ： 5,003単位
要支援２ ：10,473単位

高額介護サービス
高額医療介護合算サービス

訪問介護相当サービス及び通所介護相当サービスは、現行と同様、高額介護サービス
及び高額介護医療合算サービスの対象となる。

ケアマネジメントＡ 介護予防サービス計画と同じ

ケアマネジメントＣ 基本430単位＋初回加算300単位
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請求コードの取扱い等

● 請求事務

指定事業所による訪問サービス及び通所サービスの費用支払は、介護予防給付と同様、国保連を通じて行います。

総合事業における訪問・通所サービスの種類コードは、以下のとおりです。

総合事業におけるサービスコード表については、平成30年2月を目途に市ホームページに公開する予定です。

※ A1（訪問）及びA5（通所）は、江別市では使用していない。

他市で使用している場合も、みなし指定の終了に伴い使用不可となる。

地域単価：総合事業における市町村独自コードＡ２・Ａ６においては、地域単価は保険者市町村の単価が適用される。

（江別市地域単価：１単位10円）

23

予防給付

総合事業

移行期間 本格実施

現行相当 基準緩和 現行相当 基準緩和

介護予防支援
（介護予防ケアマネジメント） 47 AF - AF -

訪問サービス 61 A2 - A2 -

通所サービス 65 A6 A7 A6 A7

総合事業に関するその他の留意事項については、市ホームページにQA集を掲載しています。

URL https://www.city.ebetsu.hokkaido.jp/soshiki/kaigo/44240.html

● その他の留意事項



江別市江別市江別市江別市 Ｂ市Ｂ市Ｂ市Ｂ市

●通常の転入・転出（住民票異動あり・保険者異動あり）

転出

転入

転出日以降、
Ｂ市の
総合事業を利用

転入日以降、
江別市の
総合事業を利用

転入・転出等の取扱い（その１）転入・転出等の取扱い（その１）転入・転出等の取扱い（その１）転入・転出等の取扱い（その１）
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転出日以降、
Ｂ市の
総合事業を利用
ケアマネ：Ｂ市
基準：Ｂ市
単価：Ｂ市
請求：江別市

転入日以降、
江別市の
総合事業を利用
ケアマネ：江別市
基準：江別市
単価：江別市
請求：Ｂ市

転入・転出等の取扱い（その２）転入・転出等の取扱い（その２）転入・転出等の取扱い（その２）転入・転出等の取扱い（その２）

●住所地特例施設への入居（住民票異動あり・保険者異動なし）

江別市江別市江別市江別市 Ｂ市Ｂ市Ｂ市Ｂ市

転出

転入
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Ｂ市の事業所が
江別市の総合事業
指定（登録）を
受けている場合に
利用可
ケアマネ：江別市
基準：江別市
単価：江別市
請求：江別市

ＤＳＤＳＤＳＤＳ

江別市の事業所が
Ｂ市の総合事業
指定（登録）を
受けている場合に
利用可
ケアマネ：Ｂ市
基準：Ｂ市
単価：Ｂ市
請求：Ｂ市

転入・転出等の取扱い（その３）転入・転出等の取扱い（その３）転入・転出等の取扱い（その３）転入・転出等の取扱い（その３）

●他市の事業所を利用

（例：通所サービスの場合）

江別市江別市江別市江別市 Ｂ市Ｂ市Ｂ市Ｂ市

ＤＳＤＳＤＳＤＳ

24③



総合事業サービスは
利用できない。

総合事業サービスは
利用できない。
（江別市の
事業所がＢ市の
指定を受けて
いる場合を
除く。）

転入・転出等の取扱い（その４）転入・転出等の取扱い（その４）転入・転出等の取扱い（その４）転入・転出等の取扱い（その４）

●特殊な転出・転入（住民票異動なし・保険者異動なし）

江別市江別市江別市江別市 Ｂ市Ｂ市Ｂ市Ｂ市

転出

転入
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● みなし指定

平成２７年３月３１日までに介護予防訪問介護あるいは介護予防通所介護の指定を受けている事業所は、総合事業移行後も

同一のサービスを提供する事業所として全国の市町村が指定したものとみなされます。

● みなし指定の有効期間

みなし指定の有効期間は、平成３０年３月３１日までのため、平成３０年４月以降も継続する場合は、江別市をはじめ、

利用者の住民票がある市町村（保険者）に指定申請をする必要があります。

● 江別市の指定事務

既に、みなし指定事業所からの更新申請を開始しています。（平成２９年１０月２７日付け２９健管第６３号通知を参照）

指定申請に必要な書類等については、市ホームページ等にて公開しています。

H27.4 H29.4 H30.4

平成27年3月31日以前に

介護予防訪問（通所）介護

の指定を受けている事業所

（総合事業のみなし指定を

受けている事業所）

みなし指定を受けていない

事業所

介護予防訪問（通所）介護 終了

総合事業みなし指定

総合事業

介護予防訪問（通所）介護 終了

総合事業

※ みなし指定事業所であっても、運営法人の合併や事業移管等を行っている場合は、新たに指定が必要な場合があります。

総合事業

江別市の指定

江別市の指定
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１ 指定申請に必要な書類

江別市ホームページの「介護サービス事業所の各種手続き書類」のページに指定更新申請の必

要書類の様式等が掲載されています。各事業所において、ダウンロードの上で作成ください。

URL http://www.city.ebetsu.hokkaido.jp/soshiki/kenko-kanri/47049.html

２ 申請期限

今回の更新申請は平成３０年４月１日からの指定となりますが、各事業所の区分に応じて申請
期限を分けておりますので、以下の期限までに申請いただきますようお願いいたします。

（１）江別市内の通所サービス事業所 平成２９年１１月３０日（木）

（２）江別市内の訪問サービス事業所 平成２９年１２月２８日（木）

（３）江別市外の通所サービス事業所 平成３０年 １月３１日（水）

（４）江別市外の訪問サービス事業所 平成３０年 ２月２８日（水）

※期限までの手続きが難しい事業所については、個別に健康福祉部管理課までご連絡ください。

３ 有効期限

今回の更新申請による指定は、平成３０年４月１日から平成３６年３月３１日までの６年間と
なります。ただし、同一事業所で訪問介護・（地域密着型）通所介護の指定を受けており、更新
申請のタイミングを同一にしたい場合は、申請書類に別紙申出書を添付することにより、介護事
業所と同一の有効期限に短縮することができます。

※ 当該内容は、平成２９年１０月２７日付け２９健管第６３号通知の内容です。
詳細については、既に送付をしております通知をご確認ください。

江別市の総合事業所のみなし指定の終了に伴う指定更新申請について江別市の総合事業所のみなし指定の終了に伴う指定更新申請について江別市の総合事業所のみなし指定の終了に伴う指定更新申請について江別市の総合事業所のみなし指定の終了に伴う指定更新申請について

26



（１） 定款・運営規程等

総合事業における第１号訪問事業又は第１号通所事業を実施する事業者は、定款にその旨を規定する必要があります。

みなし指定事業所は、市への変更届の提出は不要ですが、新規申請する事業所又はみなし指定有効期間後の更新申請を

行う事業所は、変更後の運営規程等の提出が必要です。

現行 変更例

介護予防訪問（通所）介護 介護保険法に基づく第１号訪問（通所）事業

（２） 記録の保存期間について

総合事業は、市町村が実施主体となることから、地方自治法にもとづき、介護報酬等にかかる返還請求の時効は５年間に

なります。そのため、各種記録の保存期間は５年間になります。（⇔介護保険法に基づく請求時効は２年間）

※新規申請する事業者において、移行期間中（平成29年4月1日～平成30年3月31日）は、予防給付と総合事業の

双方の利用者がいる可能性があるため、双方の記載が必要です。

（併記の例．介護保険法に基づく介護予防訪問（通所）介護又は第１号訪問（通所）事業）

サービスの計画に関する資料 提供したサービスの内容に関する資料

従業者の勤務実績に関する資料 利用料に関する資料

【主な記録】（介護報酬等の返還手続きに関係する資料）
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定款・運営規程等と記録の保存期間定款・運営規程等と記録の保存期間定款・運営規程等と記録の保存期間定款・運営規程等と記録の保存期間
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平成平成平成平成29292929年介護保険法改正内容（厚生労働省資料）年介護保険法改正内容（厚生労働省資料）年介護保険法改正内容（厚生労働省資料）年介護保険法改正内容（厚生労働省資料）



①①①①在宅医療・介護連携推進事業在宅医療・介護連携推進事業在宅医療・介護連携推進事業在宅医療・介護連携推進事業

第２部第２部第２部第２部 地域支援事業のその他の取組について地域支援事業のその他の取組について地域支援事業のその他の取組について地域支援事業のその他の取組について
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○ 医療と介護の両⽅を必要とする状態の⾼齢者が、住み慣れた地域で⾃分らしい暮らしを続けることができるよ

う、地域における医療・介護の関係機関（※）が連携して、包括的かつ継続的な在宅医療・介護を提供すること

が重要。（※）在宅療養を⽀える関係機関の例

・診療所・在宅療養⽀援診療所・⻭科診療所等 （定期的な訪問診療等の実施）

・病院・在宅療養⽀援病院・診療所（有床診療所）等 （急変時の診療・⼀時的な⼊院の受け入れの実施）

・訪問看護事業所、薬局 （医療機関と連携し、服薬管理や点滴・褥瘡処置等の医療処置、看取りケアの実施等）

・介護サービス事業所 （入浴、排せつ、食事等の介護の実施）

○ このため、関係機関が連携し、多職種協働により在宅医療・介護を⼀体的に提供できる体制を構築するため、都

道府県・保健所の支援の下、市区町村が中心となって、地域の医師会等と緊密に連携しながら、地域の関係機関

の連携体制の構築を推進する。

在宅医療・介護連携の推進

都道府県・保健所
後方支援、

広域調整等

の支援

市町村

・地域の医療・介護関係者による会議の開

催

・在宅医療・介護連携に関する相談の受付

・在宅医療・介護関係者の研修 等

厚労省資料厚労省資料厚労省資料厚労省資料

地域包括支援センター

在宅療養⽀援診療所等
利⽤者

・患者

在宅療養⽀援病院・診療所(有床診療所)等

介護サービス事業所

訪問診療 訪問看護等

訪問診療

介護サービス

一時入院

（急変時の一時受け入れ）

連携

訪問看護事業所、薬局等

在宅医療・介護連携に関する相談窓口
（郡市区医師会等）

関係機関の

連携体制の

構築支援
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自宅死の推移自宅死の推移自宅死の推移自宅死の推移

（出典：厚生労働省「人口動態調査」）
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病院死の割合の国際比較病院死の割合の国際比較病院死の割合の国際比較病院死の割合の国際比較

（出典：国際長寿センター「理想の看取りと死に関する国際比較研究」2012）
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・平成２８年度 協議会 ３回 部会（連携部会・研修部会） ３回

・平成２９年度 協議会 １回 部会（連携部会・研修部会） ６回

３３３３ これこれこれこれまでまでまでまでの開催状況の開催状況の開催状況の開催状況

１１１１ 目的目的目的目的

江別医師会、札幌歯科医師会江別支部、札幌薬剤師会江別支部、地域医療連携室、

北海道リハビリテーション専門職協会、北海道社会福祉士会、北海道柔道整復師会、

手をつなぐ訪問看護ＥＴＩ、江別市民間社会福祉施設連絡協議会、社会福祉協議会、

江別認知症グループホームあおいの会、江別市介護支援専門員連絡会、

江別地域ケア連絡会、地域包括支援センター

２２２２ 委員委員委員委員

地域における医療、介護関係者の相互間の理解を深めるとともに連携を円滑にして、医療

及び介護を必要とする高齢者が住み慣れた地域で人生の最期まで生活する上での課題の解決

に向けた協議を行うために設置する。

江別市医療介護連携推進協議会江別市医療介護連携推進協議会江別市医療介護連携推進協議会江別市医療介護連携推進協議会
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研修部会の取組研修部会の取組研修部会の取組研修部会の取組

� 日時：平成２９年９月１日（金）18時30分～

� 会場：江別市民会館３７号室

� 参加者：１５６名

� 講師：医療法人社団西の里恵仁会病院

院長 水谷 保幸氏

� 講演：『ネットワーク！何を共有したいのか？

ホウレンソウ？カイワレダイコン！！』

（１）第（１）第（１）第（１）第1111回回回回 多職種連携研修会多職種連携研修会多職種連携研修会多職種連携研修会

（２）今後の展開（２）今後の展開（２）今後の展開（２）今後の展開

�専門職団体等による自主的研修会との連携

�住民向け普及啓発の検討
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連携連携連携連携部会の取組部会の取組部会の取組部会の取組

� 医療機関連携窓口一覧の作成

� 入院時情報提供シートの試験運用

（１）医療機関とケアマネジャーとの連携（１）医療機関とケアマネジャーとの連携（１）医療機関とケアマネジャーとの連携（１）医療機関とケアマネジャーとの連携

（２）今後の展開（２）今後の展開（２）今後の展開（２）今後の展開

�多職種連携研修会等で挙げられた課題の検討

連携連携連携連携
医療機関
連携窓口

一覧

入院時
情報提供
シート

（例：退院時の情報連携、薬の服薬管理、栄養管理など）
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②生活支援体制整備事業②生活支援体制整備事業②生活支援体制整備事業②生活支援体制整備事業
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地域住民の参加地域住民の参加

高齢者の社会参加生活支援・介護予防サービス

生活支援の担い手生活支援の担い手生活支援の担い手生活支援の担い手

としての社会参加としての社会参加としての社会参加としての社会参加

○現役時代の能力を活かした活動
○興味関心がある活動
○新たにチャレンジする活動

・一般就労、起業
・趣味活動
・健康づくり活動、地域活動

・介護、福祉以外の
ボランティア活動 等

○ニーズに合った多様なサービス種別

○住民主体、NPO、民間企業等多様な
主体によるサービス提供

・地域サロンの開催
・見守り、安否確認

・外出支援
・買い物、調理、掃除などの家事支援
・介護者支援 等

バックアップバックアップバックアップバックアップ

バックアップバックアップバックアップバックアップ

都道府県等による後方支援体制の充実

市町村を核とした支援体制の充実・強化

○ 単身世帯等が増加し、支援を必要とする軽度の高齢者が増加する中、生活支援の必要性が増加。ボランティア、ＮＰＯ、民間企
業、協同組合等の多様な主体が生活支援・介護予防サービスを提供することが必要。

○ 高齢者の介護予防が求められているが、社会参加・社会的役割を持つことが生きがいや介護予防につながる。

○ 多様な生活支援・介護予防サービスが利用できるような地域づくりを市町村が支援することについて、制度的な位置づけ
の強化を図る。具体的には、生活支援・介護予防サービスの充実に向けて、ボランティア等の生活支援の担い手の養成・
発掘等の地域資源の開発やそのネットワーク化などを行う「生活支援コーディネーター（地域支え合い推進員）」の配置など
について、介護保険法の地域支援事業に位置づける。

生活支援・介護予防サービスの充実と高齢者の社会参加生活支援・介護予防サービスの充実と高齢者の社会参加生活支援・介護予防サービスの充実と高齢者の社会参加生活支援・介護予防サービスの充実と高齢者の社会参加 厚労省資料厚労省資料厚労省資料厚労省資料
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生活支援体制整備協議体と生活支援コーディネーター生活支援体制整備協議体と生活支援コーディネーター生活支援体制整備協議体と生活支援コーディネーター生活支援体制整備協議体と生活支援コーディネーター

１１１１ 生活支援体制整備協議体生活支援体制整備協議体生活支援体制整備協議体生活支援体制整備協議体

� 構成員

地域包括支援センター、江別市社会福祉協議会、江別市在宅福祉サービス公社、

江別市シルバー人材センター、北海道リハビリテーション専門職協会、

江別市介護支援専門員連絡会、江別地域ケア連絡会、江別市保健センター

� 目的

地域における高齢者の自立した日常生活の維持及び介護予防のため、高齢者の生活に

関する多様なサービスの提供主体による情報共有・連携強化を図り、高齢者の生活支援

体制の整備に関する協議を行う。

２２２２ 生活支援コーディネーター生活支援コーディネーター生活支援コーディネーター生活支援コーディネーター

� 配置

第1層コーディネーター 江別市社会福祉協議会

第2層コーディネーター 地域包括支援センター

� 目的

高齢者の生活支援等に関する資源開発、ネットワークの構築及びニーズと取組の

マッチング等を行う
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生活援助の人材確保について生活援助の人材確保について生活援助の人材確保について生活援助の人材確保について

●介護人材の不足
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生活支援ボランティア等養成研修生活支援ボランティア等養成研修生活支援ボランティア等養成研修生活支援ボランティア等養成研修

１１１１ 目的目的目的目的

２２２２ 実施時期・定員実施時期・定員実施時期・定員実施時期・定員

３３３３ 修了者の活用修了者の活用修了者の活用修了者の活用

高齢者の日常生活上の支援を担う人材のすそ野を広げるため、座学研修及び実習等によるカ

リキュラムを通じて家事援助やコミュニケーションの基礎的技術を習得させ、ボランティア

等による高齢者の生活支援の担い手として養成する。

� 実施時期 平成30年1月～３月

� 定員 30人

ボランティア団体へボランティア団体へボランティア団体へボランティア団体へ

の登録の登録の登録の登録

介護サービス事業者介護サービス事業者介護サービス事業者介護サービス事業者

のスタッフのスタッフのスタッフのスタッフ

自治会・高齢者クラ自治会・高齢者クラ自治会・高齢者クラ自治会・高齢者クラ

ブ等の活動ブ等の活動ブ等の活動ブ等の活動
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③③③③認知症認知症認知症認知症初期集中支援事業初期集中支援事業初期集中支援事業初期集中支援事業
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認知症初期集中支援事業について

【目的】

認知症になっても本人の意思が尊重され、できる限り住み慣れた地域のよい環境で暮らし

続けられるために、認知症の人やその家族に早期に関わる「認知症初期集中支援チーム」を

配置し、早期診断・早期対応に向けた支援体制を構築することを目的とする。

【認知症初期集中支援チームとは】

複数の専門職が、家族の訴え等により認知症が
疑われる人や認知症の人及びその家族を訪問し、
アセスメント、家族支援などの初期の支援を包括
的、集中的（おおむね６ヶ月）に行い、自立生活
のサポートを行うチームをいう。

配置場所

地域包括支援センター等

診療所、病院

認知症疾患医療センター

市町村の本庁

【専門医】

日本老年精神医学会若しくは日本認知症学会の定め
る専門医又は認知症疾患の鑑別診断等の専門医療を主
たる業務とした５年以上の臨床経験を有する医師いず
れかに該当し、かつ認知症サポート医である医師。

【専門職】

以下の要件をすべて満たす者２名以上。

・保健師、看護師、準看護師、作業療法士、歯科衛生
士、精神保健福祉士、社会福祉士、介護福祉士」等の
医療保健福祉に関する国家資格を有する者。

・認知症ケアや在宅ケアの実務・相談業務等に3年以
上携わった経験がある者。
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認知症初期集中支援事業について

●認知症初期集中チームの設置先認知症初期集中チームの設置先認知症初期集中チームの設置先認知症初期集中チームの設置先

（１）専門医
江別すずらん病院認知症疾患医療センター

（２）医療又は介護系専門職２名

野幌第一地域包括支援センター内（支援対象者の担当包括を通じて市内
全域から相談を受け付ける）。

●支援対象者支援対象者支援対象者支援対象者
原則として、４０歳以上で、在宅で生活しており、かつ認知症が疑われる人

又は認知症の人で以下の基準に該当する者。
（１） 医療サービス、介護サービスを受けていない者、または中断している

者で以下のいずれかに該当する者
ア 認知症疾患の臨床診断を受けていない者
イ 継続的な医療サービスを受けていない者
ウ 適切な介護サービスに結び付いていない者
エ 介護サービスが中断している者

（２） 医療サービス、介護サービスを受けているが認知症の行動・心理症状
が顕著なため、対応に苦慮している者
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認知症初期集中支援事業について

地域包括支援センター

（初期集中支援チームへの依頼を検討）

本人・家族

民生委員・近隣住民

ケアマネ・関係機関
相談

野幌包括支援センター内野幌包括支援センター内野幌包括支援センター内野幌包括支援センター内

医療職・介護職（専任チーム員）

認知症初期集中支援チーム認知症初期集中支援チーム認知症初期集中支援チーム認知症初期集中支援チーム

対応依頼

情報共有

報告・相談 指示・助言

認知症サポート医

（チーム医）

相談員

※ケースに応じて

情報収集
※初期集中支援チームの介入が必要な

いと判断した場合は、包括支援センター

に対応方法等のアドバイスを行う。

かかりつけ医

初期集中支援チームによる支援

情報共有・連携

情報共有・連携

※ケースに応じて

●支援フロー支援フロー支援フロー支援フロー
対象者の居住地

区の包括に相談
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●認知症認知症認知症認知症初期集中チーム初期集中チーム初期集中チーム初期集中チームの支援内容の支援内容の支援内容の支援内容

（１）訪問支援対象者の把握

（２）情報収集及び観察・評価

（３）受理決定協議

（４）初回訪問

（５）チーム員会議（チーム医参加）

（６）集中支援の実施

（概ね６か月以内。必要時チーム医参加）

（７）引き継ぎ及びモニタリング

チームの支援終了後は、

包括もしくは居宅のケアマ

ネ等へ引継
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④地域④地域④地域④地域ケアケアケアケア会議推進事業会議推進事業会議推進事業会議推進事業
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自立支援型地域ケア会議について

●地域ケア会議とは地域ケア会議とは地域ケア会議とは地域ケア会議とは
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自立支援型地域ケア会議について

48

●自立支援型地域ケア会議の概要自立支援型地域ケア会議の概要自立支援型地域ケア会議の概要自立支援型地域ケア会議の概要

地域包括支援センターが立案した要支援及び事業対象者のケアプランに対し、多

職種の専門的見地からの助言を得ることで、自立に向けたケアマネジメントにおけ
る資質向上を図り、当市における自立支援の方法論を構築する。また、個別ケース
の課題を蓄積することで地域における課題を明らかにする。

※ 自立支援ケア会議 全体マニュアル（平成27年3月 鳥栖地区広域市町村圏組合 介護保険課）より引用



●検討検討検討検討対象対象対象対象事例事例事例事例

要支援２以下かつ認知症自立度Ⅱa以下で、自立の見込みがあるケース

（がんや進行性難病の者を除く）。

自立支援型地域ケア会議について

●参集参集参集参集範囲範囲範囲範囲
（１）事例提供 地域包括支援センター及び通所系事業所（今後案内予定）
（２）助言者 北海道石狩振興局社会福祉課、リハビリテーション職、栄養士、

薬剤師、第２層生活支援コーディネーター
（３）保険者 司会及び事務局：地域支援事業担当、介護給付係及び審査相談係

●検討検討検討検討方法方法方法方法
（１）会議の開催 概ね月１回
（２）１事例あたり３０～４０分で３～４事例程度
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●検討検討検討検討内容内容内容内容
（１）事例提供者より事例概要、自立生活を送る上での課題、ケアプランの説明
（２）司会及び助言者による質疑、助言者による自立支援に向けた助言

（３）生活支援コーディネーターより地域課題の総括、石狩振興局より検討の総括

自立支援型地域ケア会議について

自立支援の重視

●リハビリテーションの重視●リハビリテーションの重視●リハビリテーションの重視●リハビリテーションの重視
●●●●生活援助の地域移行生活援助の地域移行生活援助の地域移行生活援助の地域移行

インセンティブの導入

●保険者（市町村）に対す●保険者（市町村）に対す●保険者（市町村）に対す●保険者（市町村）に対す
る財政的インセンティブのる財政的インセンティブのる財政的インセンティブのる財政的インセンティブの
導入導入導入導入
●プロセス（取組み）とア●プロセス（取組み）とア●プロセス（取組み）とア●プロセス（取組み）とア
ウトカム（成果）の両面評ウトカム（成果）の両面評ウトカム（成果）の両面評ウトカム（成果）の両面評
価価価価

共生型（我が事・ま
るごと）

●高齢者、●高齢者、●高齢者、●高齢者、障がい障がい障がい障がい者、生者、生者、生者、生
活困窮者等を分け隔てな活困窮者等を分け隔てな活困窮者等を分け隔てな活困窮者等を分け隔てな
い支援い支援い支援い支援
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⑤一般介護予防事業⑤一般介護予防事業⑤一般介護予防事業⑤一般介護予防事業
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地域介護予防活動支援事業について

●地域地域地域地域介護予防活動支援事業介護予防活動支援事業介護予防活動支援事業介護予防活動支援事業の概要の概要の概要の概要

年齢や心身の状況等によって高齢者を分け隔てることなく、誰でも一緒に参加す
ることのできる介護予防活動の地域展開を目指して、介護予防に資すると判断する
住民主体の通いの場等の活動を支援することを目的とする。
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地域介護予防活動支援事業について

●介護介護介護介護予防体操（愛称：元気アップ予防体操（愛称：元気アップ予防体操（愛称：元気アップ予防体操（愛称：元気アップ体操（仮））体操（仮））体操（仮））体操（仮））の作成の作成の作成の作成
市内のリハビリテーション職の有志、地域包括支援センター保健師、市が協働

で、生活の土台となる『柔軟性』『筋力』『バランス』『持久力』を高め、『姿
勢』を良くするための江別オリジナルの体操を作成。住民主体の通いの場や、介護
事業所等での活用を想定。
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地域介護予防活動支援事業について

●リハビリリハビリリハビリリハビリ職の地域団体への派遣に職の地域団体への派遣に職の地域団体への派遣に職の地域団体への派遣についてついてついてついて

リハビリテーションの専門的知見を有する者が、地域の介護予防に資する活動の
場に出向き、専門的知見を活かした支援を行うことにより、地域での介護予防及び
自立支援に向けた取組を総合的に支援することを目的とする。

（１）対象

介護予防体操を週１回以上取り組む意向がある団体（検討予定も含む）
（２）具体的な支援内容

・専門的知見を活かした講話（介護予防における運動の必要性等）
・体力測定の説明及び実施

・介護予防体操の効果説明及び注意点の確認等（今後実施予定）
（３）支援回数 １団体あたり年３回まで
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アンケートのお願い

●本日の説明会に関するアンケート

※総合事業の内容や手続きに関するご質問については、質問と回答を市ホームページに
掲載することを予定しています。
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ご清聴ありがとうございました。ご清聴ありがとうございました。ご清聴ありがとうございました。ご清聴ありがとうございました。

江別市健康福祉部介護保険課江別市健康福祉部介護保険課江別市健康福祉部介護保険課江別市健康福祉部介護保険課
TEL 011TEL 011TEL 011TEL 011----381381381381----1067106710671067

FAX 011FAX 011FAX 011FAX 011----381381381381----1073107310731073
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